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費　　目 前 提 条 件  

地 方 税  

人 件 費  

扶 助 費  

公 債 費  

物 件 費  

補 助 費 等  

繰 出 金  

投資・出資金 

普通建設事業 

費　　目 前 提 条 件  

地方交付税  

国・県支出金 

地　 方 　債 

今後の経済状況を踏まえ、現行制度を基本として作成しています。 

事業費（扶助費、普通建設事業等）に連動して作成しています。 

普通交付税については、現行制度に基づき、普通交付税の算定の特
例（合併算定替）の適用を前提として作成しています。また、国の
合併支援措置経費として普通交付税及び特別交付税の特例措置を見
込んでいます。 

『大野郡５町２村合併後の新市まちづくり計画』における主要事業
の実施に伴い、通常の地方債のほか合併特例債を見込んでいます。
また、臨時財政対策債及び減税補てん債を見込んでいます。 

合併による特別職の職員、議員等の減員による経費削減や、合併後､
退職者の補充を抑制することによる一般職員の削減効果を見込んで 
います。 

合併によるサービスの格差是正経費や生活保護費の増加分を見込ん
でいます。 

既発の地方債の償還予定額に、『大野郡５町２村合併後の新市まち 
づくり計画』に係る合併特例債や通常債の償還見込額を加えて作成
しています。 

合併による事務経費の削減効果を勘案し作成しています。 

 一部事務組合等（広域連合、消防組合、火葬場）に対する経費は、
この費目で計上しています。また、その他の補助費等は、合併によ
るサービスの格差是正経費を見込んでいます。 

下水道、国民健康保険、介護保険事業会計等への繰出金を見込んで
います。 

「公立おがた病院」に対する出資金を見込んでいます。 

『大野郡５町２村合併後の新市まちづくり計画』の主要事業に係る
経費及び主要事業以外の経費を見込んでいます。 
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地方税 地方税法に定めるところによって地方公共団体が賦課・徴収することができる税。固
定資産税、市町村民税、軽自動車税、たばこ税など。 

人件費 特別職（市町村長・助役・収入役）、議員、各種委員、非常勤職員の報酬のほかに、
職員などの給料、諸手当がこれに該当する。 

扶助費 高齢者､児童､心身障害者などに対して行っている様々な扶助（援助）に要する経費。 

公債費 地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金など。 

物件費 地方公共団体が支出する消費的性質を持つ経費の総称。賃金、旅費、消耗品費、燃料
費、光熱水費、通信運搬費、手数料、委託料、使用料及び賃借料など。 

補助費等 各種団体に対する助成金や一部事務組合等への負担金など。 

繰出金 一般会計と特別会計（国民健康保険、農業集落排水、上水道など）の間で、歳入の不
足を補うため支出される経費。 

積立金 地方自治法の規定に基づき、特定の目的のために設けられた基金などに積み立てるた
めの経費。 

投資及び出資金 財産を有利に運用するための国債などの取得や、財団法人設立の際の出捐金、公立病
院や土地開発公社などへの出資などに要する経費。 

普通建設事業 道路、橋りょう、学校、住宅、公園など公共事業に係る経費。 

地方譲与税 国税として徴収され、地方公共団体に譲与される税。地方道路譲与税、自動車重量譲
与税など。平成１６年度に所得譲与税が新設された。 

地方交付金 国や県が徴収した税の一部から地方公共団体が行政サービスを行う上で必要な財源を
補うために交付されるもの。地方消費税交付金、ゴルフ利用税交付金など。 

地方交付税 地方公共団体間の財源の均衡化を図り、どの地域においても一定の行政サービスを提
供できるよう財源を保障するために国から交付されるもの。普通交付税と特別交付税
に分かれている。 

分担金及び負担金 地方公共団体が行う特定の事業によって利益を受ける者から徴収するもの。保育所や
老人福祉施設等入所者の負担金など。 

使用料及び手数料 公共施設の使用や公共サービスを受けたことの対価として利用者等から徴収するもの。
幼稚園の授業料、各種公共施設の使用料、住民票等各種証明の発行手数料など。 

国庫（県）支出金 地方公共団体が行う事業に対し、その財源の一部として国や県から使いみちを特定さ
れて交付される補助金など。 

財産収入 地方公共団体が所有する財産を貸付け、出資、または売払いしたことによって生じる
現金収入。 

繰入金 基金や積立金などを取り崩して繰り入れたお金。 

財産収入 諸収入他のどの歳入科目にも含まれない収入。延滞金、預金利子、雑入など。 

諸収入 他のどの歳入科目にも含まれない収入。延滞金、預金利子、雑入など。 

地方債 地方公共団体が建設事業などの財源に充てるため、国などから借りるお金。 
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